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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年２月期第１四半期 159,614 15.5 4,356 15.4 3,907 13.0 2,673 22.0

2026年２月期第１四半期 138,184 － 3,775 － 3,457 － 2,191 －

（注）包括利益 2027年２月期第１四半期 3,261百万円 (44.0％) 2026年２月期第１四半期 2,265百万円 （－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年２月期第１四半期 26.63 －

2026年２月期第１四半期 21.83 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年２月期第１四半期 272,087 91,552 33.0 893.66

2026年２月期 260,825 90,316 34.0 882.18

（参考）自己資本 2027年２月期第１四半期 89,730百万円 2026年２月期 88,577百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年２月期 － 15.43 － 20.17 35.60

2027年２月期 －

2027年２月期（予想） 21.06 － 21.37 42.43

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 301,000 11.4 11,900 47.3 11,100 51.2 7,050 44.6 70.21

通期 629,000 12.5 24,000 21.7 22,400 23.4 14,200 24.5 141.42

１．2027年２月期第１四半期の連結業績（2026年３月１日～2026年５月31日）

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。
（注）2027年２月期第１四半期より会計方針の変更を行っており、2026年２月期第１四半期に係る各数値については遡及
　　　修正後の数値を記載しております。2026年２月期第１四半期の対前年同四半期増減率は、会計方針の変更に伴い遡
　　　及修正が行われたため、記載しておりません。

（２）連結財政状態

（注）2027年２月期第１四半期より会計方針の変更を行っており、2026年２月期に係る各数値については遡及修正後の数
　　　値を記載しております。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年２月期の連結業績予想（2026年３月１日～2027年２月28日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注）対前期増減率及び対前年同四半期増減率は、会計方針の変更に伴い遡及修正が行われたため、遡及修正後の前期数

　　　値と比較して記載しております。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年２月期１Ｑ 106,888,000株 2026年２月期 106,888,000株

②  期末自己株式数 2027年２月期１Ｑ 6,480,772株 2026年２月期 6,480,772株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年２月期１Ｑ 100,407,228株 2026年２月期１Ｑ 100,407,230株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：有

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実績の業績等は様々な要因により上記業績予想とは異なることがあります。なお、

上記予想に関する事項は、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間（2026年３月１日～2026年５月31日）における国内直営店の小売台数は45,558台（前年同期

比3.9%増）となりました。第１四半期連結累計期間の実績としては過去最高の小売台数となりました。また、小売台当た

り粗利額は、今期の目標水準を維持することができました。

　これらの主な要因は、大型店の小売台数が堅調に推移していること、在庫管理や価格コントロールが奏功しているため

です。足元の資本効率の低下を改善するため、戦略的な在庫健全化を実施しました。これにより、一時的に在庫処分損の

影響を受けたものの、営業利益は前期比で増益となりました。

　販売費及び一般管理費は、大型店出店に伴う地代家賃、従業員数の増加による人件費、採用コストの増加等による支払

手数料の増加に加え、DX投資の一環であるCRM開発への追加投資等により増加しました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の実績は、売上高159,614百万円（前年同期比15.5%増）、営業利益4,356百万

円（前年同期比15.4%増）、経常利益3,907百万円（前年同期比13.0%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,673百万

円（前年同期比22.0%増）となりました。

地域セグメント別の業績は以下のとおりです。

①日本

　売上高156,898百万円（前年同期比14.9%増）、セグメント利益（営業利益）4,396百万円（前年同期比15.1%増）となり

ました。

②その他

　売上高2,716百万円（前年同期比61.9%増）、セグメント損失（営業損失）32百万円（前年同期は102百万円のセグメ

ント損失（営業損失））となりました。

（２）財政状態に関する説明

［資産の部］

　当第１四半期連結会計期間末の資産の部合計は、272,087百万円（前期末比4.3%増）となりました。

　流動資産は、売掛金が増加（前期末比7,745百万円増）したことや、現金及び預金が増加（前期末比6,852百万円増）

した一方で、商品が減少（前期末比7,717百万円減）したことなどにより、196,274百万円（前期末比3.8%増）となりま

した。

　固定資産は、車両運搬具が増加（前期末比2,632百万円増）したことなどにより、75,813百万円（前期末比5.8%増）

となりました。

［負債の部］

　当第１四半期連結会計期間末の負債の部合計は、180,534百万円（前期末比5.9%増）となりました。

　流動負債は、その他（未払費用）の増加等に伴いその他の流動負債が増加（前期末比2,411百万円増）した一方で、

短期借入金が減少（前期末比5,606百万円減）したことなどにより、76,764百万円（前期末比2.5%減）となりました。

　固定負債は、長期借入金が増加（前期末比9,088百万円増）したことや、リース債務が増加（前期末比2,853百万円

増）したことなどにより、103,769百万円（前期末比13.1%増）となりました。

［純資産の部］

　当第１四半期連結会計期間末の純資産の部合計は、利益剰余金が増加（前期末比648百万円増）したことなどによ

り、91,552百万円（前期末比1.4%増）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2027年２月期の連結業績予想は、2026年４月13日に公表しました「2026年２月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」

に記載した数値から修正はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,462 34,315

売掛金 32,245 39,990

商品 115,023 107,306

その他の営業資産 7,128 7,128

その他 9,488 10,267

貸倒引当金 △2,184 △2,733

流動資産合計 189,163 196,274

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 62,232 62,771

減価償却累計額 △23,164 △23,879

建物及び構築物（純額） 39,067 38,891

車両運搬具 10,956 13,904

減価償却累計額 △914 △1,230

車両運搬具（純額） 10,042 12,674

工具、器具及び備品 7,514 7,841

減価償却累計額 △4,760 △4,887

工具、器具及び備品（純額） 2,753 2,953

土地 136 136

建設仮勘定 1,521 2,057

その他 775 767

有形固定資産合計 54,297 57,480

無形固定資産

ソフトウエア 1,873 2,009

その他 2 2

無形固定資産合計 1,875 2,012

投資その他の資産

関係会社株式 29 29

長期貸付金 2,103 2,169

敷金及び保証金 7,055 7,062

建設協力金 2,697 2,627

繰延税金資産 3,125 3,886

その他 480 547

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 15,488 16,320

固定資産合計 71,661 75,813

資産合計 260,825 272,087

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 10,279 10,146

短期借入金 8,201 2,594

１年内返済予定の長期借入金 10,150 12,290

未払金 5,286 5,585

未払法人税等 4,038 2,034

契約負債 30,173 32,168

預り金 345 393

賞与引当金 1,523 419

その他 8,720 11,131

流動負債合計 78,719 76,764

固定負債

社債 7,000 7,000

長期借入金 70,000 79,088

リース債務 9,720 12,574

長期預り保証金 783 773

資産除去債務 4,101 4,150

その他 183 183

固定負債合計 91,788 103,769

負債合計 170,508 180,534

純資産の部

株主資本

資本金 4,157 4,157

資本剰余金 5,756 5,756

利益剰余金 82,534 83,182

自己株式 △4,344 △4,344

株主資本合計 88,102 88,751

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 474 979

その他の包括利益累計額合計 474 979

新株予約権 0 0

非支配株主持分 1,739 1,822

純資産合計 90,316 91,552

負債純資産合計 260,825 272,087
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2026年３月１日

　至　2026年５月31日)

売上高 138,184 159,614

売上原価 116,046 134,003

売上総利益 22,137 25,611

販売費及び一般管理費 18,362 21,255

営業利益 3,775 4,356

営業外収益

受取利息 31 29

その他 49 23

営業外収益合計 80 53

営業外費用

支払利息 241 468

為替差損 34 15

支払手数料 85 0

盗難損失 22 －

その他 16 17

営業外費用合計 398 502

経常利益 3,457 3,907

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除却損 59 46

事業整理損 － 14

店舗閉鎖損失 95 －

その他 22 1

特別損失合計 177 62

税金等調整前四半期純利益 3,280 3,844

法人税、住民税及び事業税 1,203 1,848

法人税等調整額 △252 △760

法人税等合計 950 1,088

四半期純利益 2,329 2,756

非支配株主に帰属する四半期純利益 137 83

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,191 2,673

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2026年３月１日

　至　2026年５月31日)

四半期純利益 2,329 2,756

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △64 504

その他の包括利益合計 △64 504

四半期包括利益 2,265 3,261

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,127 3,178

非支配株主に係る四半期包括利益 137 83

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（重要な収益及び費用の計上基準の変更）

　従来、当社の中古車小売販売取引は、車両の納車時点において収益を認識しておりましたが、当第１四半期連

結会計期間より、車両の名義変更手続が完了した時点において収益を認識する方法に変更しております。

　当社の中古車小売販売取引は、車両の名義変更手続完了後、顧客の要請により一定期間当該車両を保管した上

で納車しております。

　当該取引の重要性が高まっていることを契機として、整備工場等の設備投資を通じた納車整備体制の強化に取

り組んだ結果、当該取引については請求済未出荷契約に準じた支配の移転の要件を満たす状況となりました。

　このため、顧客への支配の移転時点を車両の名義変更に係る外部的かつ客観的な証憑に基づいて把握し、取引

実態をより適切に財務諸表に反映することを目的として、当該変更を行っております。

　当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっておりま

す。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、売上高が347

百万円、売上原価が223百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ124百万円減少し

ております。前連結会計年度の連結貸借対照表は、売掛金が1,574百万円、その他の流動負債が494百万円増加

し、商品が4,007百万円、その他の流動資産が24百万円、繰延税金資産が286百万円、契約負債が3,887百万円減

少しております。

　さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は

991百万円増加しております。

　なお、１株当たり情報において、前連結会計年度の１株当たり純資産額は６円46銭増加し、１株当たり当期純

利益は３円41銭減少しております。

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

　その他の営業資産

　　債権流動化に伴う劣後信託受益権であります。

　前第１四半期連結累計期間

（自　2025年３月１日

　　至　2025年５月31日）

　当第１四半期連結累計期間

（自　2026年３月１日

　　至　2026年５月31日）

 減価償却費 896百万円 1,299百万円

 のれんの償却額 1百万円 －百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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（単位：百万円）

日本
その他

（注）1
合計

調整額

(注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）3

売上高

車両売上（小売) 90,459 1,061 91,520 － 91,520

車両売上（卸売） 34,784 554 35,338 － 35,338

整備売上 4,210 － 4,210 － 4,210

手数料売上 4,496 － 4,496 － 4,496

その他売上 2,113 62 2,175 － 2,175

顧客との契約から生じる収益 136,063 1,678 137,741 － 137,741

その他の収益 443 － 443 － 443

外部顧客に対する売上高 136,506 1,678 138,184 － 138,184

セグメント間の内部売上高

又は振替高
△6 － △6 6 －

計 136,499 1,678 138,177 6 138,184

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
3,818 △102 3,716 59 3,775

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分には、米国の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額59百万円には、セグメント間取引消去61百

万円及びのれん償却額△１百万円が含まれております。

  ３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っ 

ております。

４．「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準（企業会計基準第13号）」に基づく収益

であります。
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（単位：百万円）

日本
その他

（注）1
合計

調整額

(注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）3

売上高

車両売上（小売） 93,661 1,869 95,531 － 95,531

車両売上（卸売） 50,223 586 50,809 － 50,809

整備売上 4,976 － 4,976 － 4,976

手数料売上 4,437 － 4,437 － 4,437

その他売上 2,669 260 2,929 － 2,929

顧客との契約から生じる収益 155,967 2,716 158,684 － 158,684

その他の収益 930 － 930 － 930

外部顧客に対する売上高 156,898 2,716 159,614 － 159,614

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 156,898 2,716 159,614 － 159,614

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
4,396 △32 4,364 △8 4,356

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間（自　2026年３月１日　至　2026年５月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分には、米国の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△８百万円には、セグメント間取引消去△

８百万円が含まれております。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っ

ております。

４．「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準（企業会計基準第13号）」に基づく収益

であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年７月14日

株式会社ＩＤＯＭ

取締役会　御中

あかり監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中田　　啓

指定社員
業務執行社員

公認会計士 池上　政史

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ＩＤＯＭの2026年３月１日から2027年２月

28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年３月１日から2026年５月31日まで）及び第１四半期連結累

計期間（2026年３月１日から2026年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

- 10 -

㈱IDOM（7599）2027年2月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）



（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期決算

短信開示会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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